
 

 

  

  

    

    
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 2023年 10月 31日 

【連絡先】 国民民主党茨城県第 5 区総支部（浅野さとし事務所） 

https://asanosatoshi.com/  

衆議院予算委員会 

（2023.10.30） 

〒317-0071 
茨城県日立市鹿島町 1-11-13  
 
TEL：0294-21-5522  
FAX：0294-21-3014 

国会事務所 
〒100-8981 
東京都千代田区永田町 2-2-1 
衆議院第一議員会館 406 号室 
TEL：03-3508-7231  
FAX：03-3508-3231 

日立事務所 
 

【1】 

１０月２０日、秋の臨時国会が開会しました。会期は１２月１３日まで

の５５日間。この臨時国会のテーマは『物価高対策』です。 

今年度の税収が１０兆円程度上振れすることが想定される中、しっか

りと国民に還元されていくのか、政府から提出される経済対策の内容も

しっかりと確認しながら、補正予算の規模やその内容について、積極的な

国会論戦を繰り広げていきたいと思います。 

また、国会論戦に先立ち１１日には『国民に直接届く緊急経済対策』を

とりまとめ、２３日に岸田総理に直接申入れを行いました。 

申入れの詳細
はこちら→ 

５項目×４本柱からなり、持続的な賃上げ

の実現と物価高騰等で大きな打撃を受けて

いる国民生活を支援するために、所得税や

消費税といった生活減税をはじめ、国民の

可処分所得を増やす内容なんだ。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 １０月２２日に行われたひたちなか市議会議員選挙、また、１０月２９日に行われた高萩市議会

議員選挙において、国民民主党の仲間が上位での当選を果たしました。皆さまから多大なるご支援

ありがとうございました。今後も地域のため 

に連携して活動を進めてまいります。 

第 212回国会における役割 
所属委員会 

▶議院運営委員会      ▶原子力問題調査特別委員会 
▶内閣委員会 
党内での役職 

浅野さとし 略歴 

▶1982年 9月生まれ（41歳）、衆議院議員（2期） 
（株）日立製作所日立研究所研究員 
日立労組研究所支部執行委員 
大畠章宏元衆議院議員秘書 

   
YouTube Facebook Instagram X（旧 Twitter） LINE 

ＳＮＳにて日々、情報発信中！ 浅野さとしの活動をぜひご覧ください！ 
 
 

   

▶エネルギー調査会長    ▶国会対策委員長代理 
▶青年局長         ▶選挙対策委員長代理 

【2】 

1022 
2023 年 10 月 22 日 

国民民主党の仲間が見事上位当選！ 

予算委員会で日本の産業の未来を質す！ 

ひたちなか市議会議員選挙、高萩市議会議員選挙が行われました。 

1030 
2023 年 10 月 30 日 産業分野における課題・要望を取上げ、前向きな答弁を引出すことができました。 

北原ゆうじ かまだ政人 

さんぺい武 ふじはし隼 

【ひたちなか市議会議員選挙】 

北原ゆうじ（公認・現職）3042票（1 位） 

かまだ政人（公認・新人）2946票（3 位） 

さんぺい武（公認・現職）2934票（4 位） 

【高萩市議会議員選挙】 

ふじはし隼（公認・新人）1199票（1 位） 

 

  

  

国民皆保険制度の持続性とイノベーシ

ョン推進の観点から薬価改定の在り方

を検討していくことが極めて重要。 

中間年薬価改定の廃止を含めた薬価制度の

抜本的見直しをすべきではないか。 

医薬品の安定供給について 

武見厚労大臣 

脱炭素化につながっていくという観点

からも、普及拡大に向けて補助額の拡

充も含めて検討していく。 

消費者の購入意欲が湧くように認定要件、

補助額を拡充すべきではないか。 

ヒートポンプ機器の普及について 

半導体や蓄電池のサプライチェーンを対象

とした支援税制の創設を求める。 

 

重要物資における支援税制について 

ＥＶでも勝つという戦略で、車の開発

及び充電インフラ支援について、さら

に拡充していくことを検討している。 

電気自動車の充電インフラ導入等補助事業

について、追加の予算確保を求める。 

充電インフラの普及について 

西村経産大臣 

岸田総理大臣 西村経産大臣 

これまでの初期投資支援だけでなく、

予算や税制、規制改革等も含めた政策

パッケージを年内に取りまとめる。 


